
2025年取組一覧（アフリカ）

モザンビーク 法律セミナー及び個別相談活用事例

ザンビア ビジネス法務セミナーの開催

モザンビーク 大阪関西万博モザンビークNDビジネスフォーラム



ビジネス法務セミナーの開催（ザンビア）

開催日： 令和７年３月４日
場 所： 在ザンビア大使館・オンライン
主催（共催）：在ザンビア大使館、ＴＭＩ総合法律事務所
後 援： ＪＥＴＲＯ、ＪＩＣＡ

在ザンビア大使館

【概要】
講演テーマ：「ザンビアへの進出と事業運営について」
参加人数： ４３名 （対面１名、オンライン４２名）
開催形式： ハイブリッド（大使館会議室及びオンライン）
令和６年度弁護士活用事業を活用し、ザンビア進出中の企業及び今後
進出を検討する日本企業に対し、「ザンビアへの進出と事業運営につい
て」と題し、ザンビアの会社法、投資法、労働法等について、進出から事
業実施まで実務に役立つ内容を、契約弁護士が講演した。
セミナーには当初の予想を大幅に上回る約４０名が参加し、セミナー後に
も個別相談が複数寄せられる等、ザンビアのビジネス環境への関心の高
さが伺えた。
昨年７月のザンビア投資セミナー、本年２月東京でのザンビアビジネスフ
ォーラムに続き、３回目の開催となった本セミナーでは法務の側面に焦点
を当て、ザンビアへの進出を検討する日本企業が具体的に進出を検討す
る上で、必要な法的基本情報について、日本語による分かりやすい解説
を提供する機会となった。
セミナー後は、日本企業支援の更なる取組の１つとして、同弁護士事務
所の協力により、「ザンビアへの投資をお考えの方へ～ザンビア投資・進
出に関する基本制度～」を大使館ホームページに公開。

【ビジネスセミナー】



法律セミナー及び個別相談活用事例（モザンビーク） 在モザンビーク大使館

●外務省弁護士活用事業を実施。当館にて日本企業約70社（万博
ビジネスフォーラム参加企業含む）を対象に、事業説明（意見交換会）、
ニーズ調査を実施。要望のあった企業を対象にTMIによる個別相談会も
当館にて実施した。中には当地で撤退を検討していた企業が、個別相談
の内容等を踏まえた結果、事業継続を決定する等具体的な成果を残し
た。
●TMIはポルトガル人の弁護士を含む4名のモザンビークチームを結成。
他の国に比べて２倍から3倍以上のボリュームの当国労働法を体系化し
た情報に要約し、当館会議室にて「労務」をテーマとした法務セミナーを開
催した。参加者合計33名との活発な質疑応答があり、多くの日本企業の
関心の高さが伺えた。参加者の満足度は4.58（５点中）と高く、83％
がわかりやすかったと回答、当地に進出する日本企業にとって非常に参考
になる当地労働法に関する情報を提供するなど顕著な成果を残した。

ビジネスセミナー形式
令和7年（2025年）4月25日、5月21日、６月
10日、6月16日、7月4日、10月2日、10月3日

開催日

在モザンビーク大使館及び公邸開催場所
在モザンビーク大使館主催
TMI総合法律事務所（当館業務委託先）／ モザ
ンビーク日本商工会議所（CCIMJ)[

協力／参加企
業・自治体

１ 概要

２ 成果

意見交換のための昼食会（公邸）

法務セミナー（当館）

法務セミナー（当館）



大阪関西万博モザンビークNDビジネスフォーラム 在モザンビーク大使館

●６月１６日、大阪関西万博においてモザンビークナショナルデー（ND)
祝典が開催され、レヴィ首相以下政府代表団及び民間関係者を含む100
名以上が訪日した。モザンビークにおいては通常のナショナルデー関連行事
に加え、ビジネスフォーラムを開催した。当館はモザンビーク政府の要請を受
け準備活動に深く関わり、当館からJETRO、 JICA、 企業、自治体に協力
参加を呼びかけ、合計で200名以上の参加者を集めた。
●フォーラムにおいては、レヴィ首相、当館大使の基調講演と、インフラ、エネ
ルギー、農業、製造業等各分野の活発な議論が行われた。その後、これま
でなかった中小企業やスタートアップ企業が当国進出に関心を示した。
●また、ND祝典及びビジネスフォーラムに関して、連日のようにモザンビーク
有力紙に報道された。モザンビーク側はND祝典及びビジネスフォーラムを大
成功と捉え、６月以降毎月のように大臣が訪日し、万博では各州毎の投
資セミナー等のイベントを開催する等、両国の交流が活発化した。

ビジネスセミナー形式
令和7年（2025年）6月16日開催日
大阪関西万博開催場所
モザンビーク政府（JETRO)主催（共催）
モザンビーク商工会議所、JICA、愛媛県、滋賀県近
江八幡市

協力／参加企
業・自治体

１ 概要

２ 成果

滋賀県近江八幡市の関係者

キャプション


